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日本国大阪府とスペイン王国カタルーニャ州の間における
各々の所掌分野における組織的な協力の枠組みを構築するための覚書
大阪府（日本）とカタルーニャ州（スペイン王国）との間における覚書（MoU）
日本国大阪府（以下「大阪府」という。）は、副知事 山口信彦氏を代表者として、またスペイン王国カタルーニャ州（以下「カタルーニャ州」という。）は、州首相 サルバドール・イリャ・イ・ロカ氏を代表者として、以下大阪府とカタルーニャ州を「両当事者」と総称し、以下のとおり宣言する。
両当事者間で構築された組織間の関係及び相互の信頼並びに相互尊重と誠意に基づく大阪府とカタルーニャ州との関係に鑑み、また、両地域の発展を実現することを目的として、以下のとおりの理解に至った。
· 既存の協力関係を強化することにより、両者を結ぶ組織間の連携を一層強化する意思を有すること。
· この協力関係を共通の関心をもつ他の分野へと拡大するとともに、交流促進及びこれらの取組の継続性を保証する正式な枠組みの構築を目的とすること。
共通の関心事項及び両地域の住民の福祉に基づき、本協力の有益性を確信し、以下の法
的・規制上の枠組みを考慮する。
· カタルーニャ自治州憲章第193条第１項及び第195条に定めるとおり、カタルーニャ州が権限の範囲内及び対外活動において協力協定を締結する能力を有すること、並びに、対外関係に関する国家の排他的権限を完全に尊重しつつ、カタルーニャ州政府の対外活動を行使すること。
· 本覚書は、スペイン王国における2014年３月25日付法律第２号「国家の対外活動及び奉仕に関する法律」第11条第４項及び2014年11月27日付法律第25号「条約その他の国際協定に関する法律」第53条に基づき、「国家の対外活動及び奉仕に関する法律」第３条第２項に規定される対外活動における行動の統一、組織間の忠誠、調整及び協力並びに公益への奉仕の原則を遵守し、同様の組織との協力を行うものである。
· 本覚書の署名を承認した2026年７月28日付カタルーニャ自治政府の決定を踏まえ、
ここに、以下のとおり合意する。
第１条　目的及び原則
本覚書は、大阪府とカタルーニャ州との組織間の関係を強化し、両当事者が、意思、平等、友好及び相互利益の原則に従い、以下の分野における協力を促進するプロジェクトを共同で定めることを可能にすることを目的とする。
（１）大阪府とカタルーニャ州における組織間の交流
（２）経済及び産業の発展、貿易、投資
（３）科学、技術、イノベーション及びデジタル化
（４）人材育成、モビリティ及び学術研究開発
（５）観光（食文化を含む。)
（６）ヘルスケア及びグリーントランジション（脱炭素への移行） 
（７）その他、相互に関心があり、かつ各当事者の権限内にある事項

第２条　協力の範囲
特に、両当事者は以下について共同で取り組むこととする。
（１）両地域のそれぞれの行政庁、部局、機関及び公的団体の間で、定期的な対話及び連絡を通じて、組織間の関係を促進すること。
（２）両地域の経済発展に向けた商業関係及び相互投資の促進。
（３）ライフサイエンス、脱炭素化（水素を含む。）、ディープテックに関する研究、イノベーション、経済・産業政策並びにそれぞれの地域における科学技術動向に関する協力。これには、Biocat と Osaka Bio Headquarters との既存の協力関係の強化を含む。
（４）両地域における観光分野（食文化を含む。）における交流の促進。これには、OCTB（大阪観光局）とCTB-CCB（カタルーニャ州政府観光局・カタルーニャコンベンションビ　ューロー）との既存の協力関係に基づくものとする。
（５）ライフサイエンス、ヘルシーエイジング、デジタルヘルス、バイオテクノロジー、脱炭素化、再生可能エネルギー、水素及びその他の持続可能な技術分野における交流の促進。
第３条　協力の仕組み 
両当事者は、本覚書に基づく協力を、以下の活動を通じて実施することに合意する。
（１）研究、イノベーション及び知見の共有に関する共同活動の促進。これには、それぞれの公的機関、経済団体及び研究・イノベーション組織及び企業等に関する情報提供を含む。
（２）両地域の機関及び企業等に対し、代表団訪問、見本市参加、商談会、投資調査、科学技術イベント等の活動を円滑に進めることができるよう情報提供を行うこと。
（３）経済、知見の共有及びイノベーション活動を支援すること。これには、(a)他方の地域に投資を行う企業に対する相談対応、適切な関係機関の紹介及び専用のサポート体制、(b)技術移転活動、(c)スタートアップ、スピンオフ及びスケールアップ企業の創出、成長及び国際化、並びに(d)研究・イノベーション協力を含む。
（４）研究者や人材の流動性を促進するとともに、イノベーション管理や技術移転における優良事例の情報交換を推進すること。
（５）両地域における観光分野（食文化を含む。）における交流を促進すること。
大阪府商工労働部成長産業振興室（経済分野）、府民文化部都市魅力創造局（観光・食文化分野）、並びにカタルーニャ州の欧州連合・対外行動局は関係する他の省庁及び機関とともに、年次作業会議を開催することができ、必要に応じて、本覚書の運用について検討する。 

第４　適用期間
両当事者は、本覚書において、署名の日から３年を経過した時点で、その継続について見直しを行うことに合意する。
本覚書の署名に関連して発生する費用は、適用法令に従い、通常の年度予算の範囲内で支出可能な場合に限り、支出されるものとする。



第５　紛争解決
本覚書の解釈又は適用に関して両当事者間に生じるいかなる意見の相違も、協議又は交渉により友好的に解決されるものとする。

第６　派生する合意又は議定書
本覚書は、両当事者がその後締結するその他の合意又は文書に対しても、枠組み及び指針となるものである。

第７　署名及び適用される法制度
本覚書は、2026年９月10日、バルセロナにおいて、日本語、カタルーニャ語及び英語により３部作成され、単一の効力を有し、３つの原本はいずれも同等に有効である。
本覚書は法的拘束力を有するものではなく、国際法上の権利又は義務を生じさせるものではない。 
大阪府（日本)
副知事　山口　信彦　



カタルーニャ州政府（スペイン王国)
首相　サルバドール・イリャ・イ・ロカ
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